
専 決 処 分 書(６)

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、鳥取地方裁判所

平成２４年（ワ）第１８４号建物明渡等請求事件に係る和解について、次のとおり専決処分

をする。

平成２５年１月２４日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県営住宅の明渡し等の請求に係る和解について

鳥取県営住宅の明渡し等の請求について、次のとおり和解する。

１ 和解の相手方

鳥取市国安１１０番地の１ 県営住宅国安南団地２６号 西 村 明 則

２ 和解の要旨

(1) 県は、和解の相手方に対してなした平成２３年１０月１９日付け書面による県営住宅

に係る賃貸借契約解除の意思表示を撤回し、県及び和解の相手方は、和解の相手方が当

該賃貸借契約に基づく賃借権を有することを確認する。

(2) 県は、和解の相手方に対してなした平成２３年１０月１９日付け書面による駐車場使

用許可取消しの意思表示を撤回し、県及び和解の相手方は、和解の相手方が当該駐車場

使用許可に基づく賃借権を有することを確認する。

(3) 県は、和解の相手方が、この和解の日から１０日以内に平成２４年度の駐車場の許可

申請書を提出した場合は、平成２４年４月から平成２５年３月末までの間、引き続き和

解の相手方が、当該駐車場を使用することを認める。

(4) 県及び和解の相手方は、和解の相手方が平成２４年１１月分までの未払家賃３９２，

６００円及び未払駐車場使用料３３，０００円を県に支払済みであることを確認する。

(5) 今後、和解の相手方が賃貸借契約に基づく家賃の支払を怠り、その額が家賃の３か月

分に達したときは、県は、和解の相手方に対し、何らの通知催告を要しないで当該賃貸

借契約を解除し、及び当該賃貸借契約に付随する駐車場使用許可を取り消すことができ

る。
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(6) 県が和解の相手方に対し(5)による賃貸借契約解除及び駐車場使用許可取消しの意思

表示をしたときは、和解の相手方は、県に対し、本件建物及び駐車場を直ちに明け渡す。

(7) 今後、和解の相手方が駐車場使用許可に基づく駐車場使用料の支払を怠り、その額が

駐車場使用料の３か月分に達したときは、県は、和解の相手方に対し、何らの通知催告

を要しないで当該駐車場使用許可を取り消すことができる。

(8) 県が和解の相手方に対し(7)による駐車場使用許可取消しの意思表示をしたときは、

和解の相手方は、県に対し、駐車場を直ちに明け渡す。

(9) 県が(5)により賃貸借契約を解除し、及び駐車場使用許可を取り消したときは、和解

の相手方は、県に対し、次に掲げる金額を支払う。

ア 当該賃貸借契約解除の日までの滞納家賃

イ 当該賃貸借契約解除の日の翌日から本件建物の明渡しの日まで、１か月１６６，０

００円の割合による損害賠償金

ウ 当該駐車場使用許可取消しの日までの滞納駐車場使用料

エ 当該駐車場使用許可取消しの日の翌日から駐車場の明渡しの日まで、１か月６，０

００円の割合による損害賠償金

(10) 県が(7)により駐車場使用許可を取り消したときは、和解の相手方は、県に対し、次

に掲げる金額を支払う。

ア 当該駐車場使用許可取消しの日までの滞納駐車場使用料

イ 当該駐車場使用許可取消しの日の翌日から駐車場の明渡しの日まで、１か月６，０

００円の割合による損害賠償金

(11) 和解の相手方は、損害賠償金として２４５，８３５円の支払義務があることを認め、

平成２５年２月から全額支払をするまでの間、毎月末日までに２０，５００円ずつ（最

終支払月にあっては２０，３３５円）を支払う。

(12) 和解の相手方が(11)の支払を怠り、その額が６１，５００円に達したときは、和解の

相手方は期限の利益を当然に失い、(11)の損害賠償金から既払金を控除した残金を直ち

に支払う。

(13) 和解の相手方が、(11)の期限の利益を失ったときは、県は、和解の相手方に対し、何

らの通知催告を要しないで賃貸借契約を解除し、及び駐車場使用許可を取り消すことが
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できる。

(14) 県が和解の相手方に対し、(13)による賃貸借契約解除及び駐車場使用許可取消しの意

思表示をしたときは、和解の相手方は、県に対し、本件建物及び駐車場を直ちに明け渡

す。

(15) 県が(13)により賃貸借契約を解除し、及び駐車場使用許可を取り消したときは、和解

の相手方は、県に対し、次に掲げる金額を支払う。

ア 当該賃貸借契約解除の日までの滞納家賃

イ 当該賃貸借契約解除の日の翌日から本件建物の明渡しの日まで、１か月１６６，０

００円の割合による損害賠償金

ウ 当該駐車場使用許可取消しの日までの滞納駐車場使用料

エ 当該駐車場使用許可取消しの日の翌日から駐車場の明渡しの日まで、１か月６，０

００円の割合による損害賠償金

(16) 訴訟費用は、各自の負担とする。

３ 和解の理由

和解の相手方から和解の申出があり、次の理由から、県として受け入れることができる

内容であると判断したため。

(1) 和解の相手方が、未払家賃及び未払駐車場使用料を支払ったこと。

(2) 和解の内容が、県にとって著しく不利益なものではないこと。
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